
１ 利用上の注意

�１ この章は、平成１３年１月１日から平成１３年１２月３１日までの間の所得について、平成１４年３月３１日までに確定申告、修

正申告又は更正・決定等により申告納税額が計算された人（申告納税者という。）の申告所得税の課税の事績を、全数

調査により集計したものである。したがって、確定申告をしても申告納税額のない人及び給与所得者等で源泉徴収によ

る納税額があっても確定申告等を要しない人は、調査の対象から除かれている。

�２ 各所得者の定義は次のとおりである。

２ 申告所得税の税率等（平成１３年分）

� 課税総所得金額及び課税退職所得金額に係る分

� 分離譲渡所得金額に係る分（通常の場合）

イ 課税長期譲渡所得金額 ２０％

ロ 課税短期譲渡所得金額 次の�又は�の金額のうち、いずれか多い方の金額

� 課税短期譲渡所得金額×４０％
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３ 申告所得税の主な諸控除

� 所得控除

イ 基礎控除 ３８０，０００円

ロ 配偶者控除 ３８０，０００円

ただし、老人控除対象配偶者 ４８０，０００円

同居特別障害者である控除対象配偶者 ７３０，０００円

同居特別障害者である老人控除対象配偶者 ８３０，０００円

《税額表》

課税される所得金額 税 率 控除額

１，０００円から３，２９９，０００円まで

３，３００，０００円から８，９９９，０００円まで

９，０００，０００円から１７，９９９，０００円まで

１８，０００，０００円以上

１０％

２０％

３０％

３７％

０円

３３０，０００円

１，２３０，０００円

２，４９０，０００円

２ 申告所得税
統計表を見る方のために

申
告
納
税
者

事
業
所
得
者

営 業 等 所 得 者 事業所得者のうち、営業等から生ずる所得が最も大きい者をいう。

農 業 所 得 者 事業所得者のうち、農業から生ずる所得が最も大きい者をいう。

そ の 他 所 得 者 事業所得者以外の者をいう。

（注）事業所得者とは事業所得だけを有する者及び事業所得の金額が他の所得金額より大きい者をいう。

２ 申告所得税
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ハ 配偶者特別控除

�イ 控除対象配偶者に当たる場合

�ロ 控除対象配偶者に当たらない場合

ニ 扶養控除 ３８０，０００円

ただし、特定扶養親族 ６３０，０００円

老人扶養親族のうち同居老親等 ５８０，０００円

老人扶養親族のうち同居老親等以外 ４８０，０００円

なお、扶養親族が同居特別障害者に該当する場合には３５０，０００円を加算した金額

ホ 雑損控除

「災害等の損失額（保険金などで補てんされた金額を除く。）で総所得金額等の１０％を超える金額」又は「災害関連

支出の金額で５０，０００円を超える金額」のいずれか多い方の金額

ヘ 医療費控除

支払った医療費（保険金などで補てんされた金額を除く。）から１００，０００円と総所得金額等の５％とのいずれか少な

い方の金額を控除した金額（最高２００万円）

配偶者の合計所得金額 控除額

４９，９９９円まで ３８０，０００円

５０，０００円から ９９，９９９円まで ３３０，０００円

１００，０００円から １４９，９９９円まで ２８０，０００円

１５０，０００円から １９９，９９９円まで ２３０，０００円

２００，０００円から ２４９，９９９円まで １８０，０００円

２５０，０００円から ２９９，９９９円まで １３０，０００円

３００，０００円から ３４９，９９９円まで ８０，０００円

３５０，０００円から ３７９，９９９円まで ３０，０００円

３８０，０００円 ０円

配偶者の合計所得金額 控除額

３８０，００１円から ３９９，９９９円まで ３８０，０００円

４００，０００円から ４４９，９９９円まで ３６０，０００円

４５０，０００円から ４９９，９９９円まで ３１０，０００円

５００，０００円から ５４９，９９９円まで ２６０，０００円

５５０，０００円から ５９９，９９９円まで ２１０，０００円

６００，０００円から ６４９，９９９円まで １６０，０００円

６５０，０００円から ６９９，９９９円まで １１０，０００円

７００，０００円から ７４９，９９９円まで ６０，０００円

７５０，０００円から ７５９，９９９円まで ３０，０００円

７６０，０００円以上 ０円

２ 申告所得税

３１



ト 生命保険料控除

�イ 一般の生命保険料

支払った保険料が２５，０００円以下の場合 支払った保険料の全額

支払った保険料が２５，０００円を超え５０，０００円以下の場合 支払保険料×１／２＋１２，５００円

支払った保険料が５０，０００円を超える場合 支払保険料×１／４＋２５，０００円（最高５０，０００円）

�ロ 個人年金保険料

上記�イに同じ

�ハ 一般の保険料と個人年金保険料の両方がある場合

上記�イ、�ロでそれぞれ計算した金額の合計額

チ 損害保険料控除

�イ 長期損害保険契約のみの場合

支払った保険料が１０，０００円以下の場合 支払った生命保険料の全額

支払った保険料が１０，０００円を超える場合 支払保険料×１／２＋５，０００円（最高１５，０００円）

�ロ 短期損害保険契約のみの場合

支払った保険料が２，０００円以下の場合 支払った生命保険料の全額

支払った保険料が２，０００円を超える場合 支払保険料×１／２＋１，０００円（最高３，０００円）

�ハ 長期・短期両方の損害保険契約がある場合

上記�イ、�ロでそれぞれ計算した金額の合計額（最高１５，０００円）

リ 社会保険料控除 支払った社会保険料の全額

ヌ 小規模企業共済等掛金控除 支払った小規模企業共済掛金（旧第２種共済掛金を除

く。）、確定拠出年金法の個人型年金加入者掛金及び心身

障害者扶養共済掛金の合計額

ル 障害者控除 ２７０，０００円

ただし、特別障害者 ４００，０００円

ヲ 老年者控除 ５００，０００円

ワ 寡婦（寡夫）控除 ２７０，０００円

ただし、特定の寡婦 ３５０，０００円

カ 勤労学生控除 ２７０，０００円

ヨ 寄付金控除

「特定寄付金の額」と「総所得金額等の２５％」とのいずれか少ない方の金額のうち１０，０００円を超える部分の金額

� 税額控除

イ 配当控除 原則として配当所得の金額の１０％ （課税総所得金額が１，０００万円を超える場合、その超える金額に

対応する配当所得の金額については５％）

ただし、外国法人からの配当、建設利息、基金利息、源泉分離課税や確定申告をしないことを選択した配当所得等

は、配当控除の対象とならない。

ロ 外国税額控除 外国所得税のうち次の算式により計算した控除限度額までの金額

控除限度額＝その年分の所得税の額×その年分の国外所得総額
その年分の所得総額

２ 申告所得税
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ハ 住宅借入金等特別控除（平成１３年中に住宅を居住の用に供した場合）

ニ 政党等寄付金特別控除

政党等に対する寄付金で一定のものについて原則として次の算式で計算した金額（その年分の所得税額の２５％相当額

を限度）

｛〔その年に支出した政党等に対する寄付金の額の合計額〕－１万円 ｝×３０％＝ 税額控除額

（総所得金額の２５％を限度） 〔１００円未満端数切捨て〕
� 平成１３年分定率減税額

定率減税前の所得税額の２０％相当額（最高２５０，０００円）

住宅を居住の用に供した日 各年分の控除額 控除期間

平成１３年１月１日から平成１３年

６月３０日までの間に居住の用に

供した場合

居住の用に供した年から６年間

その年の住宅借入金等の年末残高の合計額×１％

（最高５０万円）

１５年間

７年目～１１年目まで

その年の住宅借入金等の年末残高の合計額×０．７５％

（最高３７．５万円）

１２年目～１５年目まで

その年の住宅借入金等の年末残高の合計額×０．５％

（最高２５万円）

平成１３年７月１日から平成１３年

１２月３１日までの間に居住の用に

供した場合

その年の住宅借入金等の年末残高の合計額×１％

（最高５０万円） １０年間

＊算出した金額に１００円未満の端数があるときには、これを切り捨てる。
＊合計所得金額が３，０００万円を超える年は受けられない。

２ 申告所得税
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４ 統計表の収録一覧

統 計 表 分 類 方 法

調 査 項 目

調 査 方 法

人

員

所

得

金

額

軽
減（
免
除
）税
額

申
告
納
税
額

青
色
申
告
者
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合

２－１ 課税状況

�１ 本年分の課税状況

�２ 既往年分の課税状況

�３ 税務署別課税状況

�４ 免除状況

�５ 課税状況の累年比較

２－２ 所得階級別人員

�１ 所得者別人員

�２ 所得階級別人員の累年比較

�３ 所得者別青色申告者

�４ 所得者別青色申告者の累年比較

�５ 税務署別人員

２－３ 所得種類別人員、所得金額及び申告納税額

�１ 所得種類別人員、所得金額及び申告納税額

�２ 所得種類別人員及び所得金額の累年比較

所得者別

所得者別

所得者別

所得階級別、所得者別

所得階級別

所得階級別、所得者別

所得者別

所得階級別、所得者別

所得種類別
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全数調査

２ 申告所得税
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５ 所得税課税最低限の累年比較（給与所得者）

区 分 独 身 者 夫 婦 者 夫 婦 子 １ 人 夫 婦 子 ２ 人

千円 千円 千円 千円

平 成 ９ 年 分

１０

１１

１２

１３

１，１０７

１，１０７

１，１０７

１，１４４

１，１４４

２，０９５

２，０９５

２，０９５

２，２００

２，２００

２，６９８

２，６９８

２，８５７

２，８３３

２，８３３

３，５３９

３，６１６

３，８２１

３，８４２

３，８４２

（注）１ 各年とも社会保険料を加味して計算した。
２ 平成９年、１０年、１２年、１３年の所得税については、夫婦子２人の場合の子供は１人を特定扶養親族に該当するものとして計算した。
３ 平成１１年の所得税については、夫婦子１人の場合の子供は１６歳未満として計算し、夫婦子２人の場合の子供は１人を特定扶養親族
に該当するものとし、１人を１６歳未満であるものとして計算した。

２ 申告所得税
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